
検討事項 検討スケジュール 

（医療・介護提供体制の適正化）・・・Ｐ２４ 

・ 平成27年の医療保険制度改正に向け、地域医療構想と整合的な医療費の水準や医療の提
供に関する目標が設定され、取組が加速されるよう、医療費適正化計画を見直す。 
国において、都道府県が目標設定するための標準的な算定式を示す 

・次期医療保険制度改革に向け
て検討 

（保険者機能の強化と予防・健康管理の取組）・・・Ｐ２４～２５ 

・ 国保については、市町村との適切な役割分担を行いつつ財政運営などを都道府県が担う中
で、都道府県が地域医療の提供水準と標準的な保険料等の住民負担の在り方を総合的に判
断できる体制や市町村の保健事業等に対する意欲を損なうことのない分権的な仕組みの構築
を平成27年常会への法案提出に向けて検討 

・次期医療保険制度改革に向け
て検討 

・ 後期高齢者支援金について被用者保険者間の負担能力に応じた負担とすることなど高齢者
医療の費用負担の在り方に関する検討 

・ データヘルスの推進、保険者機能の強化 ・２６年度以降順次実施 

・ 離職・転職等により保険者間を移動しても、保険者が被保険者の医療情報等を継続的に把握
できるようレセプトへの社会保障・税番号等の番号の導入の検討 

・年度内 

経済財政運営と改革の基本方針2014   （保険局関係概要） 

「経済財政運営と改革の基本方針2014」「日本再興戦略」改訂2014 
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検討事項 検討スケジュール 

（介護報酬・診療報酬等）・・・Ｐ２５ 

・ 医薬品・医療機器の保険適用の評価での費用対効果の観点の導入や、良質な事業運営を促
す診療報酬の在り方の検討 

・今後、中医協で検討 

（薬価・医薬品に係る改革）・・・Ｐ２５～２６ 

・ 医薬分業の下での調剤技術料・薬学管理料の妥当性等の検証、リフィル制度等の検討 

・今後、中医協で検討 
 

・ 長期収載品の薬価見直しの仕組みの効果等の検証 

・ 調査・改定コストにも適切に配慮しつつ、市場価格形成の状況等を勘案して、市場実勢価格を
適正に反映できるよう、薬価調査・薬価改定の在り方について、診療報酬本体への影響にも留意
しつつ、その頻度を含めて検討 

経済財政運営と改革の基本方針2014   （保険局関係概要） 
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検討事項 検討スケジュール 

公的保険外のサービス産業の活性化・・・第一部Ｐ２４・第二部Ｐ９４・工程表Ｐ５３ 

－ 個人・保険者に対する健康・予防インセンティブの付与 

・ヘルスケアポイントの付与・現金給付の普及、保険料によるインセンティブについて、公的医療
保険制度の趣旨を踏まえつつ検討 
・後期高齢者支援金の加算・減算制度について、特定健診・保健指導の効果検証等を踏まえ具
体策を検討 

・次期医療保険制度改革に
向けて検討 

保険給付対象範囲の整理・検討・・・第一部Ｐ２５・第二部Ｐ９７・工程表Ｐ５５ 

－ 最先端の医療技術・医薬品等への迅速なアクセス確保 

・先進医療の評価の迅速化・効率化のため再生医療、医療機器についても専門評価組織を立
ち上げ 

・年度内 

・選定療養の利用状況の調査、選定療養として導入すべき事例を把握する仕組みの構築 ・年度内 

・革新的な医療技術等の保険適用の評価に際し費用対効果の観点を試行的に導入 ・平成28年度目途 

・新たな保険外併用の仕組み（「患者申出療養（仮称）」）の創設 
・平成２７年度措置 
（次期通常国会に関連法案の 
提出を目指す） 

医療介護のICT化・・・第二部Ｐ９８・工程表Ｐ５４  

－ 医療分野における番号の必要性等について検討 ・年内結論 

「日本再興戦略」改訂２０１４   （保険局関係概要） 
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検討事項 検討スケジュール 

新たな保険外併用の仕組みの創設  

○新たな保険外併用の仕組みの創設・・・Ｐ５ 
 － 保険外併用療養費制度の中に、困難な病気と闘う患者からの申出を起点とする新たな仕組みとして「患者

申出療養（仮称）」を創設。 

  

○安全性・有効性等の迅速な確認及び適切な実施体制の構築・・・Ｐ５ 
 － 臨床研究中核病院と患者に身近な医療機関が、診療内容に応じて連携協力を図りながら対応 
 － 「患者申出療養（仮称）」としての前例がある診療 

    ・ 臨床研究中核病院の他、患者に身近な医療機関が、前例を取り扱った臨床研究中核病院に対して申請 
   ・ 申請から原則２週間で臨床研究中核病院が判断、受診可能とする 
 － 「患者申出療養（仮称）」としての前例がない診療 
    ・ 臨床研究中核病院が国に対して申請 
  ・ 申請から原則６週間で国が判断、受診可能とする 

   ・ 患者に身近な医療機関を最初から対応医療機関（協力医療機関）として申請（共同研究の申請）する場合、
その医療機関で受診可能とする 

 － 国において、専門家の合議で安全性・有効性を確認する際の議論や運営の在り方について、新しい仕組
みの施行までに検討 

  
○対応医療機関の充実・・・Ｐ５ 
 － 臨床研究中核病院は15箇所に限定せず、要件を満たせば追加 
 － 臨床研究中核病院が申請時に対応医療機関のリストを添付し、患者が身近に受診できる医療機関を周知 
 － 臨床研究中核病院の承認により、対応医療機関を随時追加。この旨、厚労省からも要請 

 

○保険収載に向けた実施計画の作成及び実施計画の対象外の患者への対応・・・Ｐ５ 
 － 保険収載に向け、治験等に進むための判断ができるよう、実施計画を作成し、国で確認するとともに、実施

に伴う重篤な有害事象や実施状況、結果等について報告を求める 
 － 実施計画の対象外の患者から申出があった場合、臨床研究中核病院において安全性、倫理性等について

検討を行った上で、国において専門家の合議により実施を承認 

 

・平成２７年度措置 
（次期通常国会に関連法案の 
提出を目指す） 

 

規制改革実施計画  （保険局関係概要） 
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検討事項 検討スケジュール 

健康・医療 

○革新的な医薬品・医療機器の価格に関する制度の改善・・・Ｐ９～１０ 

－ 医薬品・医療機器の価格算定における革新性・画期性の評価についての明確な基準を検討  
・平成26年度結論（医薬品）  
・平成27年度結論（医療機器） 

－   「条件及び期限付承認」を受けた再生医療等製品の保険適用に向けた取扱いの検討 
・薬事法等一部改正の施行に併
せて結論 

○最適な地域医療の実現に向けた医療提供体制の構築・・・Ｐ１１～１２ 

－  医療計画、介護保険事業支援計画、医療費適正化計画の見直し時期の一致   
・次期医療保険制度改正におい
て検討 

－  急性期を担う医療機関にのみ適用されるよう、７：１入院基本料の在り方を検討   
・平成28年度診療報酬改定に
併せて検討 

○保険者機能の充実・強化に向けた環境整備・・・Ｐ１５ 

－ 保険者がまず全ての診療報酬明細書の点検を可能とする仕組みの導入について検討 
・平成26年度検討・結論、結論
を得次第措置 

－  支払基金と国保連の審査ルール及び査定結果の共有化 ・平成26年度措置 

規制改革実施計画  （保険局関係概要） 
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